
新旧対照表 

【税関様式関係通達（昭和 47年３月１日蔵関第 107 号）】 
（注）下線を付した箇所が改正部分である。 

 1  

改正後 改正前 

Ⅱ 記載要領及び留意事項 

関 税 法 関 係 

 

事前教示に関する照会書（原産地照会用） 

（Ｃ－1000－２） 

 

（省略） 

照会文中の「ＷＴＯ協定」、「経済連携協定（ ）」、「特恵」、及び「その

他（ ）」については、それらのうち、照会者が照会しようとする事項の□

内に×印を記入することにより照会事項を表示する。また、「経済連携協

定」又は「その他」に該当する場合には、「（ ）」内に経済連携協定名等

を記載する。 

なお、地域的な包括的経済連携協定（以下「ＲＣＥＰ協定」という。）

第２・６条に規定する「ＲＣＥＰ原産国」の教示を希望する場合、「経済

連携協定（ ）」に「ＲＣＥＰ」と記載したうえで、「原産地認定に関する

意見」欄に「ＲＣＥＰ原産国の回答を希望する」旨を記載する。 

（省略） 

「照会貨物の説明（関係する国における加工、製造に関する事項等）」

欄には、当該照会に係る貨物の関係する国における製造、加工及び当該国

における原料並びに製品のＨＳ番号等で、照会事項である当該貨物の原産

地を認定するために必要なものを具体的に記載する（「ＲＣＥＰ原産国」

の教示を希望する場合、「ＲＣＥＰ原産国」を認定するために必要な事項

も記載する。また、照会貨物がＲＣＥＰ協定附属書Ⅰの日本国の関税に係

る約束の表の付録に掲げる品目である場合には照会貨物の統計品目番号を

９桁で記載する。）。 

（省略） 

 

 

 

インターネットによる事前教示に関する照会書（原産地照会用） 

（Ｃ－1000－16） 

  

（省略） 

Ⅱ 記載要領及び留意事項 

関 税 法 関 係 

 

事前教示に関する照会書（原産地照会用） 

（Ｃ－1000－２） 

 

（同左） 

照会文中の「ＷＴＯ協定」、「経済連携協定（ ）」、「特恵」、及び「その

他（ ）」については、それらのうち、照会者が照会しようとする事項の□

内に×印を記入することにより照会事項を表示する。また、「経済連携協

定」又は「その他」に該当する場合には、「（ ）」内に経済連携協定名等を

記載する。 

 

                             

 

 

（同左） 

「照会貨物の説明（関係する国における加工、製造に関する事項等）」欄

には、当該照会に係る貨物の関係する国における製造、加工及び当該国に

おける原料並びに製品のＨＳ番号等で、照会事項である当該貨物の原産地

を認定するために必要なものを具体的に記載する。 

 

 

 

 

（同左） 

 

 

 

インターネットによる事前教示に関する照会書（原産地照会用） 

（Ｃ－1000－16） 

  

（同左） 



新旧対照表 

【税関様式関係通達（昭和 47年３月１日蔵関第 107 号）】 
（注）下線を付した箇所が改正部分である。 

 2  

改正後 改正前 

照会文中の「ＷＴＯ協定」、「経済連携協定（ ）」、「特恵」、及び「その

他（ ）」については、それらのうち、照会者が照会しようとする事項の

□内に×印を記入することにより照会事項を表示する。また、「経済連携 

協定」又は「その他」に該当する場合には、「（ ）」に経済連携協定名等

を記載する。 

なお、地域的な包括的経済連携協定（以下「ＲＣＥＰ協定」という。）

第２・６条に規定する「ＲＣＥＰ原産国」の教示を希望する場合、「経済

連携協定（ ）」に「ＲＣＥＰ」と記載したうえで、「原産地認定に関する

意見」欄に「ＲＣＥＰ原産国の回答を希望する」旨を記載する。 

（省略） 

「照会貨物の説明（関係する国における加工、製造に関する事項等）」

欄には、当該照会に係る貨物の関係する国における製造、加工及び当該国

における原料並びに製品のＨＳ番号等で、照会事項である当該貨物の原産

地を認定するために必要なものを具体的に記載する（「ＲＣＥＰ原産国」

の教示を希望する場合、「ＲＣＥＰ原産国」を認定するために必要な事項

も記載する。また、照会貨物がＲＣＥＰ協定附属書Ⅰの日本国の関税に係

る約束の表の付録に掲げる品目である場合には照会貨物の統計品目番号を

９桁で記載する。）。 

（省略） 

 

 

 

輸入（納税）申告書（内国消費税等課税標準数量等申告書兼用） 

（Ｃ－5020） 

 

Ⅱ 輸入（納税）申告書の記載要領 

＜申告書の中段のうち、関税に関する欄の記載要領＞ 

（省略） 

「統計細分」欄には、「輸入統計品目表」に定める細分番号（３けた）を

記載する。 

 なお、申告貨物が再輸入品の場合には、細分番号（３けた）の末尾に統計

基本通達 25－８（再輸出入品識別符号）に定められた識別符号「Ｙ」を記載

する。また、次の表に掲げる申告貨物の種類に該当する場合には、提出書類

照会文中の「ＷＴＯ協定」、「経済連携協定（ ）」、「特恵」、及び「その

他（ ）」については、それらのうち、照会者が照会しようとする事項の

□内に×印を記入することにより照会事項を表示する。また、「経済連携

協定」又は「その他」に該当する場合には、「（ ）」に経済連携協定名等

を記載する。 

 

 

 

 

（同左） 

「照会貨物の説明（関係する国における加工、製造に関する事項等）」

欄には、当該照会に係る貨物の関係する国における製造、加工及び当該国

における原料並びに製品のＨＳ番号等で、照会事項である当該貨物の原産

地を認定するために必要なものを具体的に記載する。 

 

 

 

 

（同左） 

 

 

 

輸入（納税）申告書（内国消費税等課税標準数量等申告書兼用） 

（Ｃ－5020） 

 

Ⅱ 輸入（納税）申告書の記載要領 

＜申告書の中段のうち、関税に関する欄の記載要領＞ 

（同左） 

「統計細分」欄には、「輸入統計品目表」に定める細分番号（３けた）を

記載する。 

 なお、申告貨物が再輸入品の場合には、細分番号（３けた）の末尾に統計

基本通達 25－８（再輸出入品識別符号）に定められた識別符号「Ｙ」を記載

する。また、次の表に掲げる申告貨物の種類に該当する場合には、提出書類



新旧対照表 

【税関様式関係通達（昭和 47年３月１日蔵関第 107 号）】 
（注）下線を付した箇所が改正部分である。 

 3  

改正後 改正前 

の種類に応じ、それぞれ同表に定める識別符号を細分番号（３けた）の末尾

に記載する。 

申告貨物の種類 

記載する識別符号 

提出書類の種類 

原産地 

証明書 

原産品 

申告書 

①EPA税率を適用する場合（②～⑥に該当す

る場合を除く。）又は関税暫定措置法施行令

第 10 条の３の規定に基づく確認を受ける物

品である場合（③に該当する場合を除く。） 

Ｆ Ｎ 

②アセアン包括協定による EPA 税率を適用

する場合 
Ｈ － 

③TPP11協定による EPA税率を適用する場合

（⑤に該当する場合を除く。）又は関税暫定

措置法施行令第 10 条の３の規定に基づく

TPP11 協定の原産品とされるものであるこ

との確認を受ける物品である場合 

－ Ｃ 

④EPA関税割当制度による税率を適用する場

合（⑤に該当する場合を除く。） 
Ｋ Ｑ 

⑤TPP11協定関税割当制度による税率を適用

する場合 
－ Ｄ 

の種類に応じ、それぞれ同表に定める識別符号を細分番号（３けた）の末尾

に記載する。 

申告貨物の種類 

記載する識別符号 

提出書類の種類 

原産地 

証明書 

原産品 

申告書 

①EPA税率を適用する場合（②～⑤に該当す

る場合を除く。）又は関税暫定措置法施行令

第 10 条の３の規定に基づく確認を受ける物

品である場合（③に該当する場合を除く。） 

Ｆ Ｎ 

②アセアン包括協定による EPA 税率を適用

する場合 
Ｈ － 

③TPP11協定による EPA税率を適用する場合

（⑤に該当する場合を除く。）又は関税暫定

措置法施行令第 10 条の３の規定に基づく

TPP11 協定の原産品とされるものであるこ

との確認を受ける物品である場合 

－ Ｃ 

④EPA関税割当制度による税率を適用する場

合（⑤に該当する場合を除く。） 
Ｋ Ｑ 

⑤TPP11協定関税割当制度による税率を適用

する場合 
－ Ｄ 

 



新旧対照表 

【税関様式関係通達（昭和 47年３月１日蔵関第 107 号）】 
（注）下線を付した箇所が改正部分である。 

 4  

改正後 改正前 

⑥RCEP 協定による EPA 税率を適用する場合 Ｒ Ｐ 

（注１）「EPA 税率」とは、関税法基本通達３－２（条約に基づく税率の適

用）の⑵に規定する税率をいう。 

（注２）「EPA 関税割当制度による税率」とは、経済連携協定に基づく関税

割当制度に関する政令（平成 17 年政令第 35 号）に基づき、経済連携協

定において関税の譲許が一定の数量を限度として定められている物品の

当該譲許の便益を適用する場合の税率をいう。 
（省略） 

 

 

 
 

 

 

（注１）「EPA 税率」とは、関税法基本通達３－２（条約に基づく税率の適

用）の⑵に規定する税率をいう。 

（注２）「EPA 関税割当制度による税率」とは、経済連携協定に基づく関税

割当制度に関する政令（平成 17 年政令第 35 号）に基づき、経済連携協

定において関税の譲許が一定の数量を限度として定められている物品の

当該譲許の便益を適用する場合の税率をいう。 

（同左） 

 


